
                  要望書 
                                平成２５年２月１７日 

 

衆議院議員  西村明宏 殿 

 

「みやぎの子どもたち、家族にも国はしっかりと責任を果たして下さい！」 

「子ども・被災者支援法の早期実施と支援対象地域への指定を求めます！」 

 

 

先の衆議院選挙における御当選おめでとうございます。国民、および県民のためにご尽力

のほどよろしくお願いいたします。 

私たちは宮城県において子どもたちや県民への被ばくを低減し、健康を守っていくために

活動している市民のネットワークです。 私たちは除染、食品の測定、健康調査などの重要

性を訴えてきました。しかし特に子どもたちへの健康調査は県内では、ばらばらに一部で行

われたのみです。 丸森町でも町費による子どもたちに対する甲状腺検査が行われています

が、これらは本来、国の責任によって行われるべきものです。 今後国の責任による体系だ

った支援が行われるために昨年の６月に成立した「原発事故 子ども・被災者支援法」（以

下、支援法）には最大限の期待をしてきました。 しかし議員立法により全会一致で成立し

てから７か月以上が経過するのに、未だに基本方針すら決まっていないことに落胆を隠せま

せん。 一方で１００万人に１～２人といわれている小児甲状腺ガンが福島県民４万人の調

査段階ですでに３人にみつかり、７人に疑いがあるとの気になる状況も報告されています。 

この法律を早く実効あるものにし、みやぎの子どもたち、家族もしっかりと守っていくため

に以下のことを要望いたします。 

 

             

                   記 

 

 

〇支援法の支援対象地域を多くの団体からの要望である公衆の年間被ばく限度の１ｍ㏜以

上の地域とし宮城県もその対象地域になるよう強力な働きかけをお願いいたします。 

 

〇支援法の支援内容についてもこれから決められていきます。健康調査、健康手帳の配布、



医療の保証､生活の支援など、とどまった家族も避難した家族もしっかりと守られていく

よう支援の充実に向けての強力な働きかけをお願いいたします。 

 

〇復興庁はこの法律の基本方針の策定にあたりタウンミーティングを開くなど地域の声を

聞くことになっていますが、未だに県内では１度も開かれていません、きちんと地域の声

を反映するよう強力な働きかけをお願いいたします。 

 

〇被災地の国会議員として「子ども・被災者支援議員連盟」（注）に参加し、この法律が早

急かつしっかりと実施されるよう強力な働きかけをお願いいたします。 

 

（注）２０１３年１月２２日に超党派の国会議員で発足、２月１４日の時点で９５名の国会議員が参

加し現在も増え続けている。 

 

 

以上どうぞよろしくお願いいたします。 

 

※ 詳細については別紙をご参照ください。 

 

 

 

 

要望者        

子どもたちを放射能から守るみやぎネットワーク 

〒981-2201 

宮城県伊具郡丸森町筆甫字細田１０３―１３  Tel 0224-76-2015 

代表  太田茂樹 

 


